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１０１
写真説明書
写し
2005.8.30
天明伸浩ほか
　本件圃場の現地調査により、

(1)、花粉飛散防止対策の実情

(2)、ディフェンシン耐性菌の流出・伝播防止対策の実情

を明らかにしたもの。

　なお、その詳細な説明は、次の１０２を参照。


１０２
報告書
原本
2005.9.11
天明伸浩
　８月24日、30日に本件圃場及び周辺農家の現地調査をした報告。その結果、

(1)、GMイネの交雑防止用の袋はところどころ、破れ、穴があき、葉が飛び出していたこと、

(2)、開花時期が周辺農家のイネと重なっていたこと、

(3)、本件圃場内で、花粉飛散防止もないまま、二番穂が発生していたこと、

(4)、本件圃場内の水は、外部にそのまま流れていて、ディフェンシン耐性菌の流出・伝播に全く配慮していなかったこと

が判明。

結局、口では「万全」と豪語する態度とは裏腹に、現実の交雑防止策は、物理的隔離も距離的隔離も有名無実なものでしかなかった。
疎甲71、85の作成者

１０３
情報公開を求める申入書
写し
2005.8.30
債権者代表

山田　稔
　原審裁判所の原決定に基づき、ディフェンシン耐性菌の発生状況と伝播の有無等についての情報公開を求めて申入れした事実。


１０４
情報開示を求める公開質問状
写し
2005.8.30
新潟県の米と自然を守る連絡会
　原審裁判所の原決定に基づき、ディフェンシン耐性菌の発生状況と伝播の有無や花粉飛散防止等についての情報公開を求めて申入れした事実。


１０５
疎甲１０３に対する回答書
写し
2005.9.7
債務者
· ディフェンシン耐性菌の発生状況に関し、「ディフェンシン耐性菌の発生については、今回の実験の目的ではなく、調査する予定はない」
としか回答しなかった事実。

· 以上から、原決定が求めた説明責任を債務者が全く果していない事実。
但し、債権者山田がこれを受領したのは、9月13日である。

１０６

の１、２
疎甲１０４に対する回答書
写し
2005.9.7
債務者
· ディフェンシン耐性菌について、同上。

· 花粉飛散防止についても、「当センターのインターネット・ホームページで公表済み」としか回答しなかった事実。

· 債務者の内部資料まで回答書に添付。

· 以上の対応・態度から明らかな通り、原決定が求めた説明責任を債務者が全く果していない事実。


１０７

の１～５
本野外実験中止の申入書
写し
2005.9.1

ほか
日本消費者連名

遺伝子組み替え食品入らない！キャンペーン

生活クラブ事業連合生協連合会

愛知有機農産生協

新潟県総合生活生協
　債務者の本野外実験に反対し、中止を求める声が全国の消費者の間に広がっている事実。




１０８
研究レポート「リスク管理手法の拡張としての予防原則」
写し
2005.4.4
三菱総合研究所　河合潤ほか
予防原則の概括的説明


１０９
ＥＵ新化学物質政策：REACHの紹介（１～２頁。19～21頁。抜粋）
写し
2005.7.26
化学物質問題市民研究会の安間武
　2004年11月22日にEUが発表した Questions and Answers on REACH Part II の第1項目の中で、予防原則の適用に関し、

立証責任について、市場に出ている化学物質の危険性を証明するのは化学物質を製造する企業側に移行すると明言。

認可において、”使用によるリスクが適切に管理されること、又は、社会経済的便益がそのリスクに勝ることを証明する責任は申請者にある”と明言。


１１０
放送大学「集団と環境の生物学」第１４回、１５回分（各45分）
写し
2003
東京大学大学院教授

鷲谷 いづみ
＊第１４回分

　生物多様性条約及び予防原則の紹介。

＊第１５回分

　予防原則の精神は「疑わしきは罰する」であること。

　生物多様性保全のひとつである外来種対策に関する基本的な考え方が、

(1)、影響が不可逆的

(2)、指数関数的な増殖

(3)、適応進化や突然変異により容易に性質を変える

などにあること。


１１１

の１、２
書籍「抗生物質が効かない」（26～33頁。抜粋）
写し
1999.1.31
順天堂大学細菌学教授

平松啓一
· 耐性菌出現のメカニズム。

· 院内感染の構造

· 上記メカニズム及び構造が、本件のディフェンシンとその耐性菌出現のメカニズム及びディフェンシン耐性菌がもたらす脅威と共通するものであること。


１１２
日本化学療養学会の第50回総会のシンポジウム「我が国における抗菌化学療法50年の功罪」（抜粋）
写し
2002.5.9
上記平松啓一ほか
　抗生物質の多用が耐性菌の出現を促すという関係にあること、とりわけ発育促進のため、畜産業における抗生物質の濫用が耐性菌出現の必然性を生んでいる点に注目する必要があること。


１１３
新聞記事「畜産業における抗生物質の無許可販売」
写し
2005.9.5.
朝日新聞社
　発育促進のため、畜産業における抗生物質の濫用が、バイコマイシン耐性腸球菌出現の原因となっているという深刻な問題の指摘。


１１４
本件紛争に登場する専門用語の基礎知識について
写し
2005.9.13
債権者代理人
　ディフェンシン、ディフェンシン耐性菌、プロモーター、予防原則など本件紛争に登場する専門用語を平易に解説したもの。


以　上
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2

